
資料１
27.1.26 生活困窮者自立支援制度

全国担当者会議

生活困窮者自立支援法関係の
予算等について



生活困窮者自立支援法を中心とした新たな予算体系

生活困窮者自立支援法を中心とした新たな予算体系 ５００億円（事業費７４７億円）

○ 生活困窮者自立支援法・改正生活保護法の施行に伴い、予算体系全体を再構築 （総額 ５００億円）。
○ 生活困窮者自立支援法の任意事業と予算補助事業を、

一体的・有機的に執行できるように整理。より効果的・効率的な 事業実施を推進。
※ 予算体系の見直しによる補助率の導入に係る地方負担分については、地方財政措置が行われる予定。

住まい対策基金

（H25補正）
２８５億円（※）

※ 住宅手当等
新法移行分

セーフティ補助金

（H26当初）
１５０億円

２１８億円

１８３億円

１００億円

法律に基づく「地域医療介護総合確保基金」へ移行
６０億円

復興特会へ移行 ２０億円

廃止 ： 町村福祉事務所設置推進支援事業、社会福祉法人新会計基準研修事業、消費生活協同組合指導監督事業、
生活困窮者自立促進支援モデル事業、生活困窮者自立支援制度施行円滑化事業

○自立相談支援事業 ○住居確保給付金

○被保護者就労支援事業（生活保護関係）
〔既存事業〕

住宅支援給付事業、就労支援事業、ホームレス関係事業（人件費） 等

○就労準備支援事業 ○家計相談支援事業

○一時生活支援事業 ○子どもの学習支援事業

○被保護者就労準備支援事業（生活保護関係）

生活困窮者自立相談支援事業費等負担金（仮称）（必須事業）

生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（仮称） （任意事業）

〔既存事業〕
社会的な居場所づくり（子どもの健全育成支援事業）、生活福祉資
金貸付事務費、ひきこもり対策推進事業、就労意欲喚起等支援事業、
ホームレス関係事業（人件費以外） 等

生活保護適正化等事業
〔既存事業〕

生活保護適正化事業、自立支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ、地域福祉支援事業 等

生活困窮者自立支
援法（任意事業） と
生活保護適正化等
事業の一体的・有機
的な執行

支援対象者の特質に合
わせ、効果的・効率的な
支援ができるように整理。

〔平成２６年度〕 〔平成２７年度〕

４００
億円
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平成27年度 生活困窮者自立支援法等関係予算（案）

事業名 （補助率） 関係予算計
生活困窮者自立
支援法関係

改正生活保護法
等関係

備考

必
須
事
業
（
負
担
金
）

自立相談支援事業（３／４）
被保護者就労支援事業（３／４）

２００
（２６７）

１３６
（１８２）

６４
（８６）

住居確保給付金（３／４）
１７

（２３）
１７

（２３）

小計
２１８

（２９０）
１５４

（２０５）
６４

（８６）

任
意
事
業
（
補
助
金
）

就労準備支援事業（２／３）
被保護者就労準備支援事業（２／３）

６４
（９６）

３５
（５３）

２９
（４３）

一時生活支援事業（２／３）
２３

（３４）
２３

（３４）

家計相談支援事業（１／２）
１９

（３９）
１９

（３９）

子どもの学習支援事業（１／２）
１９

（３８）
１９

（３８）

その他の生活困窮者の自立促進事
業（１／２）

５８
（１１５）

５８
（１１５）

・生活福祉資金貸付事務費
・ひきこもり対策推進事業
・日常生活自立支援事業
・その他（共助の基盤づくり事業含む）

小計
１８３

（３２２）
１５４

（２７９）
２９

（４３）

合 計
４００

（６１２）
３０８

（４８４）
９３

（１２９）

※ 計数は四捨五入による。（ ）書は総事業費。

（単位：億円）
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就労準備支援事業

(33％)

任意事業の実施状況について

○ 厚生労働省において実施した事業実施意向調査（平成26年10月実施）から、平成２７年度の任意事業の
実施自治体数は、現在のモデル事業等の実施自治体数と比較して大幅に増加する見込み。

モデル事業

モデル事業
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子どもの学習支援事業

・子どもの健全育成支援事業
・モデル事業
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家計相談支援事業
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一時生活支援事業

・ﾎｰﾑﾚｽ自立支援センター
・シェルター事業（借上げ・施設型）

(29％)
(36％)

(19％)

※（）内は未定自治体除く割合
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平成27年度 生活困窮者自立支援法関係予算（案）
（執行の基本的な考え方）

○ 事業実施対象区域の人口（都道府県の場合は所管町村部の人口。以下同じ）に応じ上限となる基準額（「基本基準額」）
を設定。
※「事業実施対象区域の人口」は、各自治体における平成26年１月１日現在において住民基本台帳に記載されている者の数とする予定

○ 地域の特別な事情を考慮し、以下のとおり加算を行う。
・ 都道府県に係る広域対応のための加算（都道府県が設置する福祉事務所数に応じて１カ所あたり５百万円を加算）
・ ホームレス事業を踏まえた加算

○ なお、平成27年度については、経過措置として、以下の加算を行う。
・ 「保護率」または「住宅支援給付の実績」を考慮した加算
・ 平成26年度モデル事業の実施自治体に対する加算

○ 自立相談支援事業と同様の人口区分に応じた基本基準額を設定。

○ 都道府県に係る広域対応のための加算を行う。（都道府県が設置する福祉事務所数に応じて１カ所あたり２百万円を加算）

※ 子どもの学習支援事業については、平成26年度に事業（注）を実施している自治体であって、平成27年度の事業実施額が当該自治体の

基準額（都道府県の場合は、都道府県広域加算後の基準額）を上回る場合は、平成26年度の事業実績額に0.9を乗じて得た額以内の額
とする（平成27年度における措置）。

（注） 社会的な居場所づくり支援事業（子どもの健全育成支援事業）及び生活困窮者自立促進支援モデル事業

※各事業ごとに基準額（事業費ベース）を設定する。
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平成27年度 生活困窮者自立支援法関係予算（案）
（執行の基本的な考え方）

① 地域の実情に応じた生活困窮者の自立の促進に資する事業 （中間的就労の立上げ支援、都道府県における人材養成研修等）

以下の事業費を目安とし、これに依り難い場合は、個別協議とする。

[ 市町村 ] 事業費 ６百万円 （国庫補助：３百万円）

※ 町村については、福祉事務所を設置している町村に限る。

[ 都道府県 ] 事業費 １千万円 （国庫補助：５百万円）

※ 管内市町村等を対象とする就労等の協議会の設置や人材養成研修の実施等を想定。

② 生活福祉資金貸付事務費

③ ひきこもり対策推進事業

④ 日常生活自立支援事業

⑤ 地域における生活困窮者支援等のための共助の基盤づくり事業

○ 施設の定員等に応じた基準額を設定。

○ 基準額を上回る場合には、平成２７年度の経過措置として、実績等を勘案した加算を行い、１．２を乗じて得た額以内
を基準額とする。
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○ 住居確保給付金については、予め基準額を設定するものではなく、支給した給付金の額（生活困窮者が賃借する住宅の
家賃の額（住宅扶助基準に基づく額を超える場合は、当該額））が国庫負担の基礎となる。

○ 支給額の上限額については、支給決定（当初、延長等）の時点の住宅扶助基準に基づく額を適用するものとする。
（延長等の際を除き、既に決定した支給額の変更は行わない）



各事業の基本基準額（案） （事業費ベース）

※ 基本基準額のほか、一定の要件に応じて加算を行う。

人口規模
基本基準額（案）

４事業合計
自立相談 就労準備 家計相談 学習支援

２万人未満 ５，０００ ５，０００ ３，０００ ３，０００ １６，０００

２万人以上～３万人未満 ７，０００ ６，０００ ４，０００ ４，０００ ２１，０００

３万人以上～４万人未満 ９，０００ ７，０００ ５，０００ ５，０００ ２６，０００

４万人以上～５．５万人未満 １０，６００ ８，０００ ７，０００ ６，０００ ３１，６００

５．５万人以上～７万人未満 １２，５００ ９，０００ ８，０００ ８，０００ ３７，５００

７万人以上～１０万人未満 １４，５００ １１，０００ １０，０００ ９，５００ ４５，０００

１０万人以上～１５万人未満 １８，５００ １４，０００ １２，０００ １１，０００ ５５，５００

１５万人以上～２０万人未満 ２２，５００ １７，０００ １５，０００ １４，０００ ６８，５００

２０万人以上～３０万人未満 ３０，０００ ２０，０００ １８，０００ １６，０００ ８４，０００

３０万人以上～４０万人未満 ３８，０００ ２５，０００ ２０，０００ １８，０００ １０１，０００

４０万人以上～５０万人未満 ４８，０００ ３０，０００ ２３，０００ ２０，０００ １２１，０００

５０万人以上～７５万人未満 ６５，０００ ３５，０００ ２８，０００ ３０，０００ １５８，０００

７５万人以上～１００万人未満 ９０，０００ ４０，０００ ３０，０００ ３８，０００ １９８，０００

１００万人以上～２００万人未満 １４０，０００ ５０，０００ ４０，０００ ５０，０００ ２８０，０００

２００万人以上 １９０，０００ ６０，０００ ５０，０００ ６５，０００ ３６５，０００

（単位：千円）

（参考）
平成26年度生活困窮者
自立促進支援モデル

事業補助基準額

２０，０００

（５万人未満）

（５万人以上）

４０，０００

（30万人未満）

（30万人以上）
６０，０００

（50万人未満）

（50万人以上）

８０，０００
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自立相談支援事業の基準額（案）について

１．人口規模に応じた基準額の設定

○ 事業実施対象地域の人口に応じた基本基準額を設定。
○ その際、人口規模の差異による大幅な金額の変更を避ける観点から、１５の区分に細分化。（※モデル事業時は４区分）

２．都道府県等への加算

上記１に加え、①都道府県広域加算、②ホームレス対策の実施状況に応じた加算を行う。

①都道府県広域加算
都道府県については、相対的に人口密度が薄く広域の地域を管轄することから経費がかかることに着目し、加算を設ける。具体的には、

都道府県が設置する福祉事務所数に応じ、１カ所当たり５百万円を加算する。

②ホームレス対策の実施状況に応じた加算
既存のホームレス対策の巡回相談や自立支援センター等の相談員人件費については、自立相談支援事業において実施されることとなる。

これらは、基本基準額の範囲内で対応することも考えられるが、かかり増し経費の大きさに鑑み、当該事業の実施に着目した加算を設けることとする。

３．その他の加算（経過措置分）

上記１及び２に加え、平成２７年度については、経過的な措置として、以下①または②の加算を行う。
（①②のいずれにも該当する場合は、高い方の基準額を採用する。）

①「保護率が高い自治体」又は「住宅支援給付の実績が高い自治体」に対する加算
（ア）または（イ）のいずれかの要件に該当する自治体については、基本基準額（都道府県の場合は都道府県広域加算後の基準額）に１．２

（（ア）に該当する自治体のうち保護率が３％以上の自治体については１．５）を乗じて得た額を基準額とする。

（ア）保護率が２％以上の自治体
（イ）住宅支援給付の新規支給決定件数が人口１０万人当たりで年間８件以上の実績がある自治体
※「保護率」は、平成26年12月分の「被保護者調査」に基づき報告した被保護人員を、平成26年12月時点における各自治体で把握している人口で除し100を乗じた数とする予定
※「住宅支援給付の実績」は、平成26年１月から１２月までの１年間の実績とする予定

②「平成２６年度生活困窮者自立促進支援モデル事業の実施自治体」に対する加算
平成２６年度におけるモデル事業の承認額のうち、自立相談支援モデル事業として支出した額に比べて、当該自治体の基準額が下回る場合は、

当該基準額（都道府県の場合は、都道府県広域加算後の基準額）に１．５を乗じて得た額を基準額とする。
（自立相談支援モデル事業として支出した額を超える場合は、当該支出した額を上限とする。）
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ホームレス対策の生活困窮者自立支援法における基準額（案）について

一時生活支援事業 自立相談支援事業
（加算分）

事業費 人件費 事業費 人件費

　施設型
（自立支援センター、施
設型シェルター）

施設の維持管理費
入所者生活費

相談員 施設の定員区分にて設定 （別表1） （別表2）

　借上シェルター型 ホテル等の借り上げ料　 －
1人1日　6,000円

（食費込み）
－ －

　巡回相談事業 － 相談員 ホームレス数に応じ設定 － （別表3）

事業名 国庫補助基準(案)

備　考

※ ホームレス自立支援センターや巡回相談等のほか、現在、ホームレス等貧困・困窮者等の「絆」再生事業の中で、NPO等民間
支援団体が行う生活困窮者等支援事業として、相談支援や緊急一時的な宿泊場所の提供等を実施しているものは、その事業
内容に応じて、借り上げシェルター型や巡回相談の加算（別表３）を活用することも可能。 9



（別表１） （別表２） （別表３）

一時生活支援事業
自立相談支援事業への加算分

（現・自立支援センター、シェルター分）
自立相談支援事業への加算分

（現・巡回相談分）

[単位；千円] [単位；千円] [単位；千円]

定員区分 基準額（案） 定員区分 基準額（案） ホームレス数 基準額（案）

～９人 9,500 ～９人 7,300 １０人～２９人 2,400 

１０人～２９人 15,500 １０人～２９人 10,000 ３０人～４９人 5,800 

３０人～４９人 38,500 ３０人～４９人 18,500 ５０人～６９人 10,000 

５０人～６９人 55,500 ５０人～６９人 31,000 ７０人～９９人 22,000 

７０人～９９人 82,000 ７０人～９９人 39,000 １００人～１９９人 28,500 

１００人～１９９人 122,000 １００人～１９９人 53,000 ２００人～２９９人 34,500 

２００人～２９９人 188,000 ２００人～２９９人 71,000 ３００人～３９９人 39,000 

３００人～ 厚生労働大臣が認めた額 ３００人～ 厚生労働大臣が認めた額 ４００人～４９９人 44,000 

※土地・建物の借上げ料 1か所当たり６０，０００千円
（別途加算する）。 ５００人～９９９人 55,000 

１，０００人～１，９９９人 106,000 

２，０００人～ 厚生労働大臣が認めた額

※ 上記の基準額を上回る場合には、平成27年度の経過措置として1.2を乗じて得た額以内を基準額とする。
10



平成２７年度における生活福祉資金関係予算について

平成２６年度 平成２７年度

要保護向け不動産担保型生活資金
（セーフティネット支援対策事業費補助金 : 3/4）

上記以外の生活福祉資金
（セーフティネット支援対策事業費補助金 : 2/3）

総合支援資金
（緊急雇用創出事業臨時特例基金 : 10/10）

貸

付

原

資

臨時特例つなぎ資金
（緊急雇用創出事業臨時特例基金 : 10/10）

生活福祉資金 貸付事務費
（セーフティネット支援対策事業費補助金 : １/２）

生活福祉資金 体制整備費
（緊急雇用創出事業臨時特例基金 : 10/10）

償還指導等及び債権管理強化のための経費
（セーフティネット支援対策事業費補助金 : 定額）

貸

付

事

務

費

平成２６年度予算措置で対応
（平成２６年度補正予算及び基金での対応）

貸
付
原
資

○ 平成２６年度中に、当面３年程度、 必要な原資を確保。
（平成２７年度以降当面の間、原資の補填は対応なし）

生活困窮者自立支援法 補助金
（その他任意事業）

【補助基準等】
・各都道府県における補助基準額を設定
・実施主体は、都道府県社会福祉協議会（従前どおり）
・補助率 １／２

貸付原資の取崩しで対応

【取崩し基準等】
・各都道府県における取崩しの目安額等を設定

※ 生活福祉資金実施要綱に、取崩しが可能である旨
明記する方向で検討。

貸

付

事

務

費

※ 上記２つの基準によりがたい場合は、個別協議の方向
で検討。

体制整備等

11



生活福祉資金貸付事業の平成27年度における補助基準額（案）

１．基本的な考え方

○ 事務費の算出については、事業実績（「貸付件数」と「償還件数」）に応じた補助基準を設定し、各都道府県における適正な事務費の配分とする。

なお、基準額の設定により、事業運営に支障が生じないよう経過措置を設ける。

２．補助基準額（案）

補助基準額（案）

都道府県ごとに以下の合計額を補助基準額とする。

基本事業費 １千万円

貸付件数 １件当たり事業費 ２万６千円

償還件数 １件当たり事業費 ２万６千円

※ 本事業の補助率は1/2であるため、上記補助基準額の1/2が国庫補助額となる。
※ 貸付件数、償還件数の実績は、「生活福祉資金貸付事業の実施状況等調」報告に基づく平成25年度実績、または平成26年度見込みにより算定。

※ 上記の基準は、平成27年度における基準であり、平成28年度以降は、事業の運営状況の分析を行った上で再度検討を行う予定。

３．経過措置

○ 経過措置として、以下の①または②のいずれか高い方の額が国庫補助額となるよう、補助基準額を認める。
① 上記２で算出した基準の国庫補助額と平成26年度のＳＮ補助金（１／２分）の交付額を比較し、１割以上の減額となる場合は、平成26年度の

交付額の９割
② 上記２で算出した基準の国庫補助額と平成26年度のＳＮ補助金（１／２分＋償還指導（定額分））の交付額を比較し、３割以上の減額となる

場合は、平成26年度交付額の７割５分

○ この基準に依り難い場合には、執行残額等の状況を踏まえ、個別協議による対応を検討

12



市区町村社協の体制整備等に係る平成27年度における対応（案）

１．基本的な考え方

○ 市区町村社協の体制整備に係る事務費については、基金廃止の経過措置として平成26年度補正予算や基金などにより措置した貸付原資の一

定程度を取り崩して対応する。これまでセーフティネット補助金で対応していた償還指導等に要する経費（定額分）も同様に対応することを可能と
する。

○ 原資の取崩しに当たっては、以下の基準を設定する。なお、基準の設定により、事業運営に支障が生じないよう、経過措置を設ける。

２．取崩し基準（案）

※ 取崩額については、国に報告することとする。
※ 償還金収入の実績は、平成25年度実績、または平成26年度見込みにより算定。

※ 上記の基準は、平成27年度における基準であり、平成28年度以降は、事業の運営状況の分析を行った上で再度検討を行う予定。

３．経過措置

○ 上記２の基準（取崩し上限３割）に依り難い場合には、個別協議による対応を検討。

○ 貸付原資の取崩の上限額は償還金収入実績の３割までとし、各都道府県における平成26年度の基金事業の執行実績の１／２（※）と償還指導
等に要する経費（定額分）の平成26年度の実績をあわせた額を目安とする。

※ 市区町村社協の体制整備については、リーマンショック以降の緊急対策として実施してきたところであるが、生活困窮者自立支援制度の施行にあわせ、
効率的な体制を図ることとし、１／２としている。ただし、各都道府県により執行の実情にバラツキがあることから、あくまで目安とする。
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平成27年度における地域福祉関係予算について

日常生活自立支援事業
（セーフティネット支援対策事業費補助金）

平成２６年度 平成２７年度

地域福祉推進等特別支援事業
（セーフティネット支援対策事業費補助金）

生涯現役活躍支援事業
（セーフティネット支援対策事業費補助金）

地域コミュニティ復興支援事業
（緊急雇用創出事業臨時特例基金）

地域における生活困窮者支援等のための
共助の基盤づくり事業

【補助基準等】
・人口規模等による補助基準額の設定を検討
・実施主体は都道府県又は市町村
・補助率 １／２
※ 生涯現役活躍支援事業による都道府県ボランティアセンターの事業費
相当についてはセーフティネット支援対策事業費補助金として存続

日常生活自立支援事業
【補助基準等】
・利用者１人当たりの補助基準額の設定を検討（併せて、一定の激変
緩和措置を検討）
・実施主体は都道府県社協又は指定都市社協
・補助率 １／２

地域コミュニティ活動を活用した被災者生活支援事業
（被災者健康・生活支援総合交付金のメニューとして

復興庁に一括計上）

（その他任意事業）
※ 新法法定事業では対応できないニーズへの対応

安心生活創造推進事業
（セーフティネット支援対策事業費補助金）

再
編

生活困窮者自立支援法
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○ 経済状況や心身の状況如何に関わらず、誰もが安心して地域で生活を営み続けることができるよう、
・ 地域におけるインフォーマル活動の活性化を図るなど、できるだけ公費に頼らない共助による取組の活性化を図るとともに、
・ こうした共助の基盤を基礎とし、生活困窮者自立支援制度など、既存制度のサービスメニューでは対応が困難な福祉ニーズに対応するための地
域サービスの創出、人材の養成

などに取り組むことを通じて、自助や公助に加え、既存制度を下支えする共助の基盤を整備し、生活困窮者など、要支援者を可能な限り身近な地域で
支える体制の構築を目的とする。

【市区町村等】

○ 増大する高齢者等の福祉ニーズへの対応

○ 軽度者に対する日常生活支援や社会的孤
立など多様化する福祉ニーズへの対応

○ 地域における担い手の育成・確保

○ 既存の社会保障・社
会福祉制度を着実に
実施するとともに、公
費に頼らない共助の取
組の活性化が必要。

【地域住民の福祉ニーズ把握】
地域住民のニーズを踏まえ、その対応方針を

地域福祉計画等に反映

※ 特に策定率が低い町村部（Ｈ25.3月現在 46.7％）の計画策定を後押し

○ 買物弱者に対する買物支援やちょっとした困り事への対
応など地域サービスの創出に向けた検討

○ 電気・ガス事業者などの民間事業者と連携した見守り体
制の構築

○ 地域サービスの担い手に対する研修の実施 等

○ 企業等による社会貢献活動への働きかけ
○ インフォーマル人材の地域サービス等への参画の働きかけ
○ インフォーマル活動を行う活動拠点の確保、初期設備の
導入

○ 寄付金の確保推進等を通じた自主財源の確保 等

【新たな地域サービスの創出】【地域インフォーマル活動の活性化】

○ これらの取組を通じて、地域における社会資源や人材の育成・確保が図られ、地域活性化にも資する。

【地域における課題】【我が国が直面する課題】

○ 少子高齢化の進行

○ 人口減少

○ 地域のつながりの希薄化

○ 単身世帯・生活困窮世帯の増加

地域における生活困窮者支援等のための共助の基盤づくり事業
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「地域における生活困窮者支援等のための共助の基盤づくり事業」の補助基準額（案）

１．基本的な考え方

○ 生活困窮者自立支援制度が機能するためには、法に基づく専門サービスを着実に推進することに加え、生活困窮者の早
期把握、見守りなどを含め、支援が必要な者を地域の中で支え合う、インフォーマルな体制づくりを進めていくことが重要。

○ こうした取組は、生活困窮者を始め、支援が必要な者の数に応じて業務量の増加が見込まれることから、人口規模に応じ
た補助基準額を設定する。

○ なお、平成27年度においては、今年度（平成26年度）に安心生活創造推進事業を実施していた小規模自治体が引き続き本
事業を行う場合には、激変緩和の観点から、補助基準額を10,000千円とすることができることとする。

○ 上記により進めつつ、今後の協議状況を踏まえ、さらに必要な対応を検討したい。

２．補助基準額（案）

人口規模 補助基準額（案）

人口50万人以上 1自治体当たり12,000千円

人口30万人以上50万人未満 1自治体当たり10,000千円

人口10万人以上30万人未満 1自治体当たり8,000千円

人口5万人以上10万人未満 1自治体当たり6,000千円

人口5万人未満 1自治体当たり4,000千円

※ 今年度において安心生活創造推進事業を実施している市町村であって、人口5万人未満の自治体の補助基準額については、上記にかかわらず、
10,000千円とすることができる。

※ 本事業の補助率は1/2であるため、上記補助基準額の1/2が国庫補助額となる。
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日常生活自立支援事業の補助基準額（案）

１．基本的な考え方

○ 本事業については、各都道府県等における利用者数の状況に大きなバラツキがあるとともに、現状の補助実績が利用契約
者数に対して必ずしも比例しておらず、限られた財源を公平に分配する観点から課題がある。

○ このため、各都道府県等において、利用契約者数に応じてそれぞれ必要な事業費が確保されるよう、利用者1人当たりの
補助基準額を設定する。

○ ただし、平成27年度においては、補助基準額導入に伴う激変緩和の観点から、平成26年度交付決定時の国庫補助基本額
の70％を基本事業費とした上で、これに利用契約者1人当たりの補助基準額等を上乗せした額を補助基準額とする。

○ 上記により進めつつ、今後の協議状況を踏まえ、さらに必要な対応を検討したい。

２．補助基準額（案）

補助基準額（案）

○ 都道府県及び指定都市ごとに以下の合計額を補助基準額とする。

基本事業費 平成26年度交付決定時の国庫補助基本額の70％

利用契約者1人・1月当たり事業費（専門員の人件費等の一部相当） 2,500円

生活保護受給者サービス利用料1人・1月当たり事業費
（生活支援員の人件費等の一部相当）

1,200円

※ 本事業の補助率は1/2であるため、上記補助基準額の1/2が国庫補助額となる。
※ 補助基準額は、補助金交付段階におけるメルクマールであり、各都道府県等の事業実施段階において、上記の単価に拘束されるものではない。
※ 利用者1人・1月当たり事業費は、当該年度における実績ではなく、前年度実績を踏まえた推計数による概算払いとすることを想定。実績報告段階に
おいて推計数に変動が生じた場合であっても、実際の支出経費が基準額を下回っていない限り、補助金の返還は要しない。

※ 平成28年度以降は、予算の執行状況を踏まえつつ、激変緩和措置を縮小又は廃止し、利用者1人当たりの補助基準額への完全移行を検討。 17



１地域消費喚起・生活支援型（2,500億円）

18

地方創生の取組について

〇 地方公共団体（都道府県及び市町村）が実施する、地域における消費喚起策やこれに直接効果
を有する生活支援策に対し、国が支援。（メニュー例：①プレミアム付商品券、②ふるさと名物商品券・旅行
券、③低所得者等向け灯油等購入助成、④低所得者等向け商品・サービス購入券、⑤多子世帯支援策）

２地方創生先行型（1,700億円）

〇 地方公共団体（都道府県及び市町村）による地方版総合戦略の早期かつ有効な策定と、これに関する
優良施策の実施に対し、国が支援。（メニュー例：①地方版総合戦略の策定、②UIJターン助成、③地域
しごと支援事業、④創業支援・販路開拓、⑤観光振興・対内直接投資、⑥小さな拠点、⑦少子化対策）

【地域しごと支援事業】
ア 地域しごと支援センターの整備
イ 地域人材の育成・定着のための取組
（ア）大都市圏からの人材呼び戻しのための事業→「自治体連携による生活困窮者等の就労・社会参加の促進
（イ）地域人材育成のための事業
（ウ）地域のしごとの魅力向上のための事業

【小さな拠点】
・縦割りを排除し、地域交流、地域支え合いの拠点として、多世代交流・多機能型福祉拠点を整備し、既存制度
を活用しながら、居場所、相談、見守り、通所サービス等を柔軟かつ一体的に提供する。

○ 地方創生の取組は、生活困窮者支援も含め、地域福祉の充実に資するものであると考えられるため、
経済対策に盛り込まれた「地域住民生活等緊急支援のための交付金」の積極的な活用について検討する
ことが重要（同交付金の対象事業については、その目的にかなうものであれば、地方自治体において、
自由に事業設計が可能。）。
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自治体連携による生活困窮者等の就労・社会参加の促進

○大都市圏の生活困窮者等が、地方において、就労・社会参加するための支援を実施する。

○具体的には、生活困窮者自立支援制度や被保護者就労支援事業等による包括的な支援を行
いつつ、
・自治体間でそれぞれの役割分担や具体的な連携方策について調整した上で、
・それに基づき、例えば、①利用者に対する説明会・相談会の開催、②利用者の選定・送り
出し、③利用者の生活環境の整備、④受け入れ先（中間的就労を含む。）の開拓・環境整
備など、利用者が地方において就労・社会参加するための必要な支援を実施。

自治体（送り出す側） 自治体（受け入れる側）

①利用者に対する説明会・相談会の開催
②利用者の選定・送り出し

③利用者の生活環境の整備
④受け入れ先（中間的就労を含む。）の

開拓・環境整備

調整

生活困窮者自立支援制度・被保護者就労支援事業

連携

※ 自治体のUIJターン窓口等も活用

【実施例（イメージ）】
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事例（豊中市と土佐町との連携）

○ 未就職者や転職希望者の就農を支援してきた豊中市が企画。高知県土佐町と本山町の
農業生産法人が、都市部に住む若者らを受け入れ、就農体験を実施（平成２５年１１月～）。
※ 土佐町の企業が経営する県産品ショップが豊中市に出店していることが連携のきっかけになった。

○ 利用者は、受け入れ先で３週間の就業体験をした後、両者の希望が一致すれば、引き続
き、社員や研修生として雇用される。
※ 地方農業に３０代の若者が従事することはあまりないことから、現地でも好評。

○ まずはインターンシップとして就農し、その後、雇用・定住を検討する仕組み。

○ これまで、いずれも大阪府在住の延べ４１名の方（２０～５０代）が参加し、野菜の収穫や
育苗などを体験。うち、５名は、受け入れ先の法人に就職が決定した（平成２６年９月時点）。
※ 利用者は、就農体験をするだけではなく、地域の住民とも交流。
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多世代交流・多機能型福祉拠点について

【まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成２６年１２月２７日閣議決定）】（抜粋）
縦割りを排除し、地域交流、地域支え合いの拠点として、多世代交流・多機能型福祉拠点を整備し、既存制度も活用しながら、

居場所、相談、見守り、通所サービス等を柔軟かつ一体的に提供する。

【これまで】 【今後】

その他（生活
困窮者や見守
りが必要な者

など）

高齢者

子ども

障害者 （障害福祉サービス事業所）

（保育所）

（ＮＰＯやボランティアなど
による支援）

地域の福祉ニーズに対応した
多世代交流・多機能型福祉拠点の整備を推進

高齢者

障害者

子ども

その他（生活困
窮者や見守りが
必要な者など）

公費に依存せず地域住民が相互に支え合う
仕組みづくりと連携

＋

（介護保険サービス事業所）

○ ノウハウの提供
○ 民家や既存公共施設等の改修等

○既存制度を活用しながら、通
所サービス等と一体的に提供

○生活困窮者への中間的就労
の場の提供 等

○地域交流、地域支え合いの拠
点として、居場所の提供、相談、
見守り等の支援を柔軟に実施

○生活困窮家庭の子どもの学
習支援の場の提供 等

〈居場所機能〉
（主に自立度が高い人が利用）

＜共生サービス機能＞
（主に支援が必要な人が利用）

制
度
の
縦
割
り
を
排
除
し
、
柔
軟
な
サ
ー
ビ
ス
提
供
を
可
能
に

実
施
主
体
と
な
る
市
町
村
を
国
が
包
括
的
に
支
援
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生活困窮者自立支援統計システムの開発

（目）公的扶助資料調査費

【要旨】
○ 新制度を円滑に運営するためには、生活困窮者の状況や支援の実施状況、支援効果等を把握し、これらの客観的なエ

ビデンスを踏まえ、最大限効果的な運用を行っていくことが必要である。
○ このため、制度の実施状況に関して基礎的なデータを把握するための「生活困窮者自立支援統計システム」を構築する

こととしている。
○ 平成26年度においては、「生活困窮者自立支援統計システム」の構築に向けた調査・基本設計を行い、平成27年度及び

28年度においては、詳細設計・開発を行うとともに、政府共通プラットフォーム上でシステムを稼働させる。
※ 平成27年度及び28年度は国庫債務負担行為。

27,720千円 → 35,000千円

【Ｈ26年度】 【Ｈ27年度予算案】

＜生活困窮者自立支援統計システムのイメージ＞

国庫債務負担行為（２年間）

（２年間計 70,000千円）
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生活困窮者自立支援統計システムの構築スケジュール（予定）

本システムの開発にあたっては、以下の２件に分けて調達を行うこととしている。

○平成２６年度
生活困窮者自立支援統計システムの構築に向けた調査・基本設計

○平成２７年度～２８年度（国庫債務負担行為）
生活困窮者自立支援統計システムの詳細設計から移行・導入まで

＜構築スケジュール（予定）＞
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生活困窮者自立支援制度人材養成研修事業

【要旨】
○ 生活困窮者自立支援法に基づく自立相談支援事業を実施するために配置される支援員は、生活困窮者の有する多様
で複合的な課題を的確に評価・分析し、必要に応じて関係機関とも連携しながら包括的な支援を行うことが求めら
れる。

○ また、同法に基づく就労準備支援事業及び家計相談支援事業を実施するために配置される支援員は、就労準備及び
家計に関する問題につき、利用者の状態に応じて適切な支援を提供することが求められる。

○ こうした高い支援技術を有する支援員を全国的に確保するため、とりわけ法施行後一定期間においては、国におい
て一貫性のある養成を図ることが必要であり、各支援員の配置にあたっては養成研修の受講を要件とする予定。

○ よって、全国において一定水準以上の支援技術を兼ね備えた支援員を計画的に養成するため、国で実施する研修事
業の実施経費。

（項）地域福祉推進費 （目）公的扶助資料調査委託費 38,945千円 → 57,520千円（＋18,575千円）

【Ｈ26年度】 【Ｈ27年度予算案】

【内訳】

生活困窮者自立支援制度人材養成研修事業
【H26年度】 【H27年度予算案】

１．自立相談支援事業従事者養成研修事業 38,945千円 → 36,109千円 （▲2,836千円）

２．就労準備支援事業従事者養成研修事業 0千円 → 9,520千円 （＋ 9,520千円）

３．家計相談支援事業従事者養成研修事業 0千円 → 11,891千円 （＋11,891千円）
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国
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【都道府県】
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実
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予
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事
業
者

研修受講希望者の
取りまとめ

研修受講希望者名簿の登録

【支援員として従事する者】

平成２６年度自立相談支援事業従事者養成研修の業務フロー例

○各支援員（主任相談支援員、相談支援員、就労支援員）の
研修カリキュラム体系を整備。

○平成26年度は、各職種ごとに６日間・計42時間の研修を実施。
○研修内容は、各職種共通プログラムと各職種ごとのプログラムに
基づき実施。

○共通プログラムは、生活困窮者自立支援制度の理念や目的、自立
相談支援事業の役割、支援員としての基本倫理・基本姿勢など、
各職種ごとのプログラムは、各支援員に求められる専門的・
実践的な支援技術などについて学習することとしている。

研修受講

修了者名簿の登録・管理
修了証の発行

※なお、就労準備支援事業及び家計相談支援事業従事者養成研修事業も同様のスキームで実施する予定。
25



事項 平成27年１月 ２月 ３月 ４月

法令・
予算等

会議・
説明会

自治体

制
度
施
行

施行スケジュール（イメージ）

26 全国担当者会議
→予算、政省令等を説明

２３ 全国部局長会議 ９ 全国主管課長会議

政省令・
告示の公布

交付要領
等発出

関係通知、手
引き、事務処
理マニュアル

の発出

施行に向け、庁内の関係部局や外部の関係機関との緊密な連携体制を構築

住民に対する周知広報

議会上程（予算案）

委託先の選定・契約
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厚生労働省の広報について（予定）
（生活困窮者自立支援制度関係）

27

生活困窮者を早期に把握し支援につなげるため、広報について、各自治体において、

十分な取組をお願いしたい。

なお、厚生労働省における広報については、以下のとおり展開する予定である。

○ 生活困窮者自立支援制度のリーフレット、パンフレット、ポスターの作成。

・ 各自治体の取組に即して適宜加工できるよう、電子媒体を速やかに提供する予定である。
※ リーフレット等の印刷経費などは、今年度の施行円滑化経費や来年度の自立支援事業の事業費からの

支出は可能である。

・ 加えて、地域福祉課からは、全国団体等にポスター等を配布予定。

○ 政府広報により、２月中旬に新聞突出しの掲載予定。

（調整中の掲載文（案））

「４月から生活困窮者の支援制度が始まります」

働きたくても働けない、生活に困っている、住むところがないなど、生活全般にわたる困りごとの相談

窓口が４月から全国に設置されます。詳しくは、お住まいの都道府県・市にお問い合わせください。



新法関連経費の予算執行スケジュールについて（案）新法関連経費の予算執行スケジュールについて（案）

28

現時点における新法関連経費の予算執行スケジュールは以下のとおり。

○１月２６日 新法関連事業の所要見込額調査の実施（※）

※ 所要見込額調査の対象事業は、自立相談支援事業、被保護者就労支援事業、住居確保給付金、
就労準備支援事業、被保護者就労準備支援事業、一時生活支援事業、家計相談支援事業、子ども
の学習支援事業、その他事業（生活福祉資金貸付事業、日常生活自立支援事業、ひきこもり対策
推進事業、地域における生活困窮者支援等のための共助の基盤づくり事業、その他生活困窮者の
自立の促進を図るために必要な事業）を予定している。

○１月３０日 新法関連事業の実施要領（案）を送付

○２月１３日 所要見込額調査の提出締切

○２月下旬 所要見込額調査結果のとりまとめ、協議方針の作成、事前協議の実施

○３月下旬 事前協議の結果とりまとめ、内示（※）

※ 内示は平成２７年度予算成立後速やかに行う予定。



生活困窮者自立支援法施行等に伴う予算項目等の再編について

○ 平成２７年度から施行される生活困窮者自立支援法（以下「新法」）及び改正生活保護法の施行に当たっては、最後のセーフティネ
ットである生活保護制度の自立助長制度の強化に加え、生活保護に至る前の段階にある生活困窮者の自立支援について、一体的・
有機的な実施が必要である。

○ また、現行のセーフティネット支援対策等事業費補助金についても、新法及び改正生活保護法の施行を踏まえ、事業の整理、補助
率の見直しを行ったことに加え、事業実施の更なる実施のために、新法等関連事業との一体的・有機的な執行を図る必要がある。

○ このため、予算項目等について、再編を行うことを検討しているところ。（詳細は、決まり次第別途お示しする予定）

○ この項目等の再編や交付要綱の一体化等を行うことにより、生活保護受給者、生活困窮者等の支援をより効果的・効率的に行うこ
とを可能とし、予算執行の面においても新法等に係る経費の一体的・有機的な執行が可能となるものと考えている。

○ 各都道府県におかれては本経費を有効に活用することにより、生活困窮者等の自立・就労支援等に資する事業の推進を図られたい。

下線部が新規・改正事項（現在検討中のため、変更の可能性あり。

（項）生活保護等対策費（現行の（項）生活保護費の名称変更）
（目）生活保護指導監査委託費
（目）生活扶助費等負担金
（目）医療扶助等負担金
（目）介護扶助等負担金
（目）生活困窮者自立相談支援事業費等負担金
（目）生活困窮者就労準備支援事業費等補助金

※ （項）地域福祉推進費は、（項）生活保護等対策費へ統合
※ 現行のセーフティネット支援対策等事業費補助金は、（目）生活困窮者就労準備支援事業費等補助金に組み込む形で検討
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生活困窮者自立支援法等の施行等に係る補助金等の交付等に関する事務の
都道府県への委任について

○ 生活困窮者自立支援法等の補助金等に係る交付等の事務を実施するに当たり、当該補助金等の交付等の手続きを
円滑に進めるためには、地域の実情に沿ったきめ細やかな対応が必要である。

○ また、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第26条第２項及び補助金等に係
る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第255号）第17条第１項に基づき、国の補助金等の交付
に関する事務の一部を、都道府県が行うことができるとされているところである。

○ さらに、当該事務の対象となる補助金等の種類及び事務の内容については、厚生労働省告示において、厚生労働省
内各部局が所管する補助金等の種類毎に定められており、「都道府県が行う補助金等の交付に関する事務（平成12年
厚生省告示第265号）」で、社会・援護局所管の補助金について定めているところである。

○ 今般、平成27年度予算案（平成27年１月14日閣議決定）において、生活困窮者自立相談支援事業費等負担金（仮称）
及び生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（仮称）が創設されることに伴い、当該負担金・補助金にかかる事務に
ついても、既存の補助金等と同様に、都道府県に委任する旨、所要の手続きを行っているところである。

○ 都道府県におかれては、生活困窮者自立支援法、改正生活保護法等に係る負担金・補助金の円滑な執行を図るため、
これら負担金等の交付の事務の一部を行っていただきたいと考えており、特段のご配慮をお願いする。

※ なお、委任する事務の具体的内容や、事前調整等については、別途事務連絡等でお示しする予定である。
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